
  

  

感染者累計 8,687  7/24 日 122 

入院中 13  7/25 月 138 

自宅療養 1,031  7/26 火 95 

入院調整中 25  7/27 水 205 

ホテル療養 10  7/28 木 160 
   7/29 金 158 
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【マイナンバーカードについて】 

【問】令和 4 年度末までにほぼ全国民にいきわ

たることを目指していますが、現在の交付状況

と、今後どのように取り組むのか。 

【答】R4.6.1 現在の交付率は 45.36％。マイナポ

イントの第 2弾開始に伴い増加が見込まれること

から、第 2・第 4の日曜日（9時～12 時）開庁のほ

か、場合によっては土曜日開庁も検討する。 

【問】市独自でマイナポイントの上乗せをしては

どうか。 

【答】考えていない。 

【問】マイナ保険証対応の病院や薬局が少ないと

思うがその対応は。 

【答】市内 46 病院・診療所のうち 6 施設、薬局 40

施設のうち 15 施設が導入している。また、国の対

応として、カードリーダーの無償供与や補助を行

っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【ウクライナ支援について】 

【問】ウクライナ支援として、募金箱を設置した

との事だが、相談窓口の設置や住まいの支援など

は実施しないのか。 

【答】相談窓口は政策推進課が担当する。避難さ

れて来た方に寄り添った支援を実施する。 

 ※みんなに見える形で相談窓口の電話番号など

公表してもいいのではないかと提案した。 

【新庁舎建設について】 

【問】物価高騰の折、入札への影響をどう考え

ているのか。 

【答】入札公告の予定価格は、3月の千葉県営繕

工事単価を採用しているが、その後の物価高騰

による影響は、現在入札期間中であるため予測

できない。（6/17 時点） 

 

7/5 開札：1 者…辞退、1 者…予定価格超過 

  入札不調となる 

7/20（水）の市の報告では、今年度中の工事

着工をするために、新たな予定価格を設定し再

度入札を実施するとのこと。 

 

 

下水道事業運営審議会に下水道料金の改定に

ついて諮問したところ、「R5 年 4 月より 4 年間

18%の引き上げ」との答申があったとのこと。 

 

■ 1975 年より、印旛沼流域下水道に接続、

1998 年より料金改定はしていない。 

■ 今まで、赤字分は一般会計から繰り入れ

ていた 

■ 9 月議会に議案が提出される予定。 

 

■9/30 までに申請すれば、赤ちゃんから高齢者

まで一人 2万円分のポイントが付きます 

（市役所でお手伝いします） 

■交付申請のお手伝いを、 

ドコモ、au、ソフトバンク 

の各販売店で始めました 

■申請してない方に QR コード 

が送られてきます 
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≪9月議会の予定≫ 

8 月 29 日（月） 開会 

9 月 8 日（木）～15 日（木）一般質問 

9 月 16 日（金）～22 日（木）決算審査 

9 月 28 日（水）  閉会 

人口 96,145 人（43,227 世帯） 

（内外国人 2,939 人 1,419 世帯） 

高齢化率 28.47％  後期高齢化率 15.78％ 

【R4.7.1 現在 住民基本台帳より】 

国の地方創生臨時交付金を活用した主な事業 
【6月議会】 

☆オンライン学習ＰＣ購入支援助成金 300 万円 

オンライン学習受講のため新たにパソコンやタブレットを購入した大学生や専門学生を対象に、

購入費の 2 分の 1（上限 1 万円）を補助。 

☆スマートフォン普及促進助成金 600 万円 

初めてスマホを所持された市内在住の満 65 歳以上の方で、スマホ利用講座を受講し、四街道市

メール配信サービス「よめーる」の登録をした方などを対象に、購入費用の一部（一律 2 万円）

を助成。 

☆乳児感染対策支援事業給付金 4,000 万円 

抵抗力の弱い乳児（令和 4 年 1 月 1 日から 12 月 31 日の間に出生）がいる子育て世帯に感染対策

に必要な日常生活用品等の購入を支援するため、乳児１人あたり 5万円を支給。 

 

【7 月臨時議会】 

☆私立幼稚園支援事業 280 万円 ／ 保育園奨励金 990 万円 

（賄料など物価高騰に対する支援） 

幼稚園・・・・１園当たり 40 万円   保育園規模により 20 万円～40 万円 

☆原油・原材料高騰事業者応援金 1 億 5,000 万円 

原材料、光熱費、輸送費等の高騰で苦しんでいる中小企業等への事業活動を 

支援。1事業者当たり 5万円を支給。 

☆農業者経営継続応援金 3,600 万円 

燃油価格上昇の影響を受ける農業者への農業経営継続を支援。年間販売価格

により 1 経営体当たり 10～50 万円を支給。 

☆子育て世帯支援事業 １億 4,500 万円 

 子育て世帯への経済的な負担軽減のため、0才～中学 3年まで 一人 1万円 14,500 人分 

☆学校給食費賄材料費 1,800 万円 

 給食材料代の高騰でも、栄養バランスや量を保った学校給食 

の運営が維持できるよう、又保護者へ負担増を求めないために。 

 

5 月 27 日に公明党として鈴木陽介市長に「物価高騰から 

市民生活を守る経済対策等に関する要望書」を提出。 

7 月臨時議会の補正予算に多くの要望が盛り込まれました。 


